Cash Flow Accounting and Free Cash Flow Accounting by 上野 清貴













































































































































22 経 営 と 経 済
2-1 会計資料
日本公認会計士協会の設例における甲社 (会計期間 :Ⅹ8年 4月 1日～
Ⅹ9年 3月31日)の貸借対照表および損益計算書は表 1のとおりである｡
表1 貸借対照表および損益計算書
貸 借 対 照 表 損益計算書及び剰余金計算書
期 首 期 末 増 減
現 金 及 び 預 金 1,310 1,025 (285)売 上 南 30,650
受 取 手 形 300 300 0 売 上 原 価 (13,000)
売 掛 金 1,200 1,800 600 売 上 総 利 益 17,650
貸 倒 引 当 金 (100) (100 ) 0販 売 費 及 び一 般 管 理費 (14,360)
有 . 価 証 券 1,010 1,770 760 受 取 利 息 及 び 配 当 金 800
棚 卸 資 産 1,950 1,000 (950)支 払 利 息 及 び 割 引 料 (400)
未 収 利 息 0 100 100 為 替 差 損 (10)
有 形 固 定 資 産 1,910 3,755 1,845 社 債 発 行 差 金 償 却 日直
減 価 償 却 累 計 額 (1,060) (1,450) (390)固 定 資 産 除 却 損 (20)
子 会 社 株 式 400 1,070 670 税 引 前 当 期 純 利 益 3,650
社 債 発 行 差 金 0 40 40 法 人 税 等当 期 純 利 益剰 余 金 - 期 首配 当 金役 員 賞 与末 (2,050)
資 産 合 計 6,920 9,310 2,390 1,600
買 封 金 1,590 1,540 (50) 1,380( 00)(2795
短 期 借 入 金 100 200 100
未 払 金 200 200 0
未 払 法 人 税 等 1,000 850 (150)
未 払 消 費 税 等 100 150 50
未 払 利 息 100 230 130 売 上 原 価 の 内 訳
社 債 80 80 棚 卸 資 産 - 期 首
長 期 借 入 金 400 550 150 仕 入 (12,050)
ファイナンス .リース債務 0 860 860 棚 卸 資 産 - 期 末 1,000
退 職 給 付 引 当 金 300 350 50 (13,000)販 売 費 の 内 訳人 件 草 (453経 費 931
割 引 手 形 300 100 (200)
負 債 合 計 4,090 5,830 1,740
資 本 1,45 1,70 2
利 益 剰 余 金 1,380 1,780 400 退 職 給 付 引 当金 繰 入額 (70)減 価 償 却 費 (45(14,36









































表2 精 算 表 (直接法)
貸 借 対 照 表 正 味 増 減 修 正 記 入 C F
資 産 借 方 貸 方 借 方 貸 方 支 出 収 入
現 金 及 び 預 金受 取 手 形売 掛貸 倒 引 当有 価 証 券棚 卸 資 産未 収 利 息 600761 2859503910 (b)1,110 (C) 82517 6006 7618 95 5 1
有 形 固 定 資 産減 価 償 却 累 計 額子 会 社 株 式 1,845670 (8) 80 (7) 97550ei 45 8 69 6
社 債 発 行 差 金 405.1 (3) 408@ 5e3) 100 1g 1
負 債 及 び 資 本 金
CF会計とFCF会計
未 払 消 費 税 等
未 払 利 息
社 債
長 期 借 入 金
ファイナンス･リース債務
退 職 給 付 引 当 金
割 引 手 形
資 本 金


















損 益 計 算 書
売 上 尚




為 替 差 損
社 債 発 行 差 金 償 却
固 定 資 産 除 却 損
法 人 税 等














































































26 経 営 と 経 済
定期預金の払戻による収入 (16)760 (1i) 200¢3 1 760 2002,45
有価証券の取得による支出
投資有価証券の取得による支出 (9) 670 670
有形固定資産の取得による支出 (7) 9752 1009 975
投資活動によるキャッシュ.フロー
合 計 2,605 2,605
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ.フロー 1009 100
短 借入金の増加額
長期借入れによる収入 (2) 2503 7 2507
長期借入金の返済による支出
社債の発行
株式の発行による収入 (2) 250b 1,11 250
ファイナンス.リース債務の返済による支出
配当金の支払額 ¢勿 1,000(10) lOC 825 1,000
財務活動によるキャッシュ.フロー 160
令 ,計 1,350 1,350
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 10 1,11
































































28 経 営 と 経 済
2-3 間 接 法
次は間接法であるが,同じ資料から間接法によるCF計算書を作成するた
めにまず精算表を作成すると,表 3のようになる｡
表3 精 算 表 (間接法)
貸 借 対 照 表 正 味 増 減 修 正 記 入 C F
現 金 及 び 預 金受 取 手 形売 掛貸 倒 引 当有 価 証 券棚 卸 資 産未 収 利 息 600761 285950391038 (b)1,110l* 958 817 49 0g6 33 82 2 (C) 82516 600765 1
有 形 固 定 資 産減 価 償 却 累 計 額子 会 社 株 式 1,845670 (7) 975508 69 6
社 債 発 行 差 金 405120 (3) 4019 5l頚 12 0
負 債 及 び 資 本 金
買短 期 借 入払払 法 人 税 等消 費払社 債長










































































































30 経 営 と 経 済


































































































































事 業 ア プ ロ ー チ 財 務 ア プ ロ ー チ
税 引 前 営 業 利 益 3,290 当 期 純 利 益 1,600
税引前営業利益に対する税金 (1,906)税 引 後 支 払 利 息 240
N O P A T 1,384 税 引 後 為 替 差 損 6
税引前営業利益に対する税金計算 税引後社債発行差金償却 6
納 税 引 当 金支払利息に対する節税額 2,05016 税 引後 固定資産 除却 損 12投資者に分配可能な総利益 1,864
為替差損に対する節税額社債発行差金償却に対する節税固定資産除却損に対受取利 息 に対 す 金 48(320)税 引 後 受 取 利 息 (480)
N O P A T 1,384






N O P A T 1,384 税 引 後 支 払 利 息 240
減 価 償 却 費 450 税 引 後 為 替 差 損引後社債 発行差金償却 6営 業 C F 1,834
運 転 資 本 の 減 少 額 315 税 引 後 固 定 資 産 除 却 損 12
設 備 投 資 (1,905)短 期 借 入 金 の 増 加 額長社 債 の 増 加F.リー ス債 務 の増 (100)5768
F C F 244
運転資本 の減少額 の計算
期 末 事 業 用 運 転 資 本 05
期 首 事 業 用 運 転 資 本 (1,370)退職給付 引 当金 の増加額資 本 金 の 増 加配 金役 員 賞 与 (50)(21,00
運 転 資 本 の 減 少 額 (315)
設 備 投 資 の 計 算
末 有 形 固 定 産 2 05
期 首 有 形 固 定 資 産 (850)税 引 後 受 取 利 息 (480)











投資者に分配可能なCFの計算 財 務 C F の 計 算
N O P A T 1,384 税 引 後 支 払 .利 息 (240)
減 価 償 却 費 450 税 引 後 為 替 差 損引後社債 発行差金償 却 (机座1営 業 C F 1,834
運 転 資 本 の 減 少 額 315 税 引 後 固 定 資 産 除 却 損 (12)
設 備 投 資 (1,905)短 期 借 入 金 の 増 加 額長社 債 の 増 加 100576
F C F 244
税 引 後 受 取 利 息 480
有 価 証 券 の 増 加 額 (760)F,リー ス債 務 の増 加 額 860
子 会 社 株 式 の 増 加 額 (670)退職給付 引 当金 の増加額資 本 金 の 増 加配 金役 員 賞 与 502(1,00)(











経 営 と 経 済
Ⅰ営 業 活 動 (直 接 法 ) Ⅰ営 業 活 動 (間 接 法 )
営 業 収 入 29,850 税金等調整前当期純利益 3,650
商 品 の 仕 入 支 出 (12,100)減 価 償 却 費 450
人 件 費 の 支 出 (4,750)退職給付引当金の増加額 50
そ の 他 の 営 業 支 出 (9,260)受 取 利 息 及 び 配 当 金 (800)
法 人 税 等 (1,906)支 払 利 息為 替 差 損社 債 発 行 差 金 償 却有 形 固 定 資 産 除 却売 上 債 権 の 増 加 額棚 卸 資 産 減 少仕 入 務未 払 消 費 税 等 の増 加割 引 手 形役 員 賞 与 支 払法 人 税 等 40012(6 )95(2(1,6
営 業 C F 1,834
営 業 C F 1,834
Ⅱ 投 資 活 動 Ⅲ 財 務 活 動
* 営 業 C F *1,834 税 引 後 支 払 利 息 (240)
運 転 資 本 の 減 少 額 315 税 引 後 為 替 差 損 (6)
*F C F *244
税 引 後 受 取 利 息 480
有 価 証 券 の 増 加 額 (760)長 期 借 入 金 の 増 加 額 150
子 会 社 株 式 の 増 加 額 (670)社 債 の 増 加 額F.リース債務 の増加退職給付引当金資 本 金 の 増 加配 金役 員 賞 与 760852(1,00)(
投 資 C F (2,540)














































































































































42 経 営 と 経 済
これは支払利息についても同じである｡FCF会計では,支払利息は税引
後の金額で支払配当金とともに,財務 CFを計算するための構成要素となる｡




















































































































































投 下 資 本
事 業 ア プ ロ ー チ 期 首 期 末 財 務 ア プ ロ ー チ 期 首 期 末
事 業 用 流 動 資 産 4,360 4,025 普 通 株 主 持 分 2,830 3,480
事 業 用 流 動 負 債 (2,990) (2,970)短 期 借 入 金社 債 100 20076運 転 資 本 137 1055
有 形 固 定 資 産 850 2,305 長 期 借 入 金F . リ ー ス 債 務退 職 給 付 引 当 4003 550863
投 下 資 本 2;220 3,360
事 業 用 流 動
現 金 預 金 1,310 1,025 投 資 資 金 合 計 3,630 6,200
受 取 手 形 0 200 有 価 証 券 (1,010) (1,770)
売 掛 金棚 卸 資 産未 収 利 息 1,10095 1,70001 子 会 社 株 式 (400) (1,070)
投 下 資 本 2,220 3,360
l
事 業 用 流 動 資 産 4,360 4,025
事 業 用 流 動 負 債












項 目 金 額 計 算 過程
現 金 預 金 の 減 少 285 1,025-1,310
受 取 手 形 の 増 加 -200 200-0
売 掛 金 の 増 加 -600 1,800-1,200
棚 卸 資 産 の 減 少 950 1,000-1,950
未 収 利 息 の 増 加 -100 100-0
買 掛 金 の 減 少 -50 1,540-1,590
未払法人税等の減少 -150 850-1,000
未払消費税等の増加 50 150-100
未 払 利 息 の 増 加 13b 230-100
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